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出席者は記載者が○をつける

出席できなかったスタッフは、記録を呼んでから欄に署名（捺印）する事。

＜連絡事項＞

・メンタルケア病棟冷房切替について
メンタルケア病棟の暖房→冷房への切替を6/29（月）に行います。その下準備のため、今週業者さんがメンタルケア病棟内に立入りますので、周知して下さい。

・工藤ユキ様の診断書作成について
工藤ユキ様の施設入所の為の診断書を作成しています。

施設名：有料老人ホームガーデンプレイスおいらせ
諸検査実施が必要な為、検査をお願いします。
【不足項目】

血液型、検便、ツ反

検査結果はＳＷ柴田さん、生駒さんまで連絡して下さい。

・個人で購入している車椅子は他の患者様に使用しないようにしましょう。

＜深澤Ｄｒ診察＞

・赤坂　円吉様～昨夜点滴の自己抜去あり、点滴キープの指示でしたが、本日抗生剤のみ抜き差しの指示が出ています。

・大下　隆義様～7／1採血の指示がでていますので、実施して下さい。

＜田名部Dr診察＞

・佐々木　勝男様～下肢の痺れ感持続しているため、臨時薬は同内容で7日分継続処方となっています。

・藤田　金弘様～便秘時の予測指示が7/10まで継続となっています。

認知症ケアに関わる施策の流れ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　北向　るみ子

　認知症ケア対策は、人口の高齢化とともに急増する認知症の人の生活の安定と、家族の負担軽減を図るために1986年に厚生省に痴呆性老人対策推進本部が設置され、認証ケア対策の確立の推進を図ってきた。

　その後、1999年に策定(2004年終期)されたゴールドプラン21においては、急増する認知症の人のさまざまな問題に総合的に対処するため、重要な施策のひとつとして5つの領域、①相談体制の整備、②在宅対策、③施設対策、④要員の研修・調査・研究、⑤権利擁護対策などが取り組まれた。

　これらの取り組みは、2000年に創設された介護保険法(1997年制定)へと引き継がれ、5年毎に改正されている。2012年の改正では、「高齢者が地域で自立した生活を営めるよう、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが切れ目なく提供される『地域包括ケアシステム』の実現に向けた取り組みを進める」と位置づけられ、※1別紙）介護保険(2012年)概要の6領域の基盤強化を掲げ、取り組みを充実強化させていくことになっている。

　さらに、認知症施策検討プロジェクトチーム(厚労省)は、「今後の認知症施策の方向性について」報告書で基本目標に基づき、以下の7つの視点を提言した。

· 標準的な認知症ケアパスの作成・普及

· 早期診断・早期対応

· 地域での生活を支える医療サービスの構築

· 地域での生活を支える介護サービスの構築

· 地域での日常生活･家族の支援の強化

· 若年性認知症施策の強化

· 医療・介護サービスを担う人材の育成

この7つの視点の達成目標は、オレンジプランにおいて、2013年から2017年までに達成すべき7項目の数値目標として公表された。このプランによれば、今後はこれまでの病院・姿勢を中心とした認知証ケア施策から、できる限り住み慣れた地域で暮らし続けられる在宅中心の認知症施策としてと、“ケアの流れ”が変わっていくことになるとうかがえる。

　この実現には、調査・研究によるモデル事業で得られた知見を有効に活用していく事、介護や医療施設をはじめとし認知症の人や介護家族に関わる各職種の人材や質の確保、そのための勤務形態や労働条件、組織運営、構造的課題などの検討も必要となる。また、現在存在している地域の多様な社会資源を有効利用できるようネットワークの構築を推進し、また家族や近隣の人々、地域住民への啓発、協力を得ることも不可欠である。看護職者には、認知症の人や介護家族に専門的な知識を生かしよりよいケアを提供する一方で、多職種とのチームワークにあたり連携・協働していけるリーダーシップの発揮がますます求められてくる。

※1）介護サービスの基盤強化のための介護保険（2012）の概要

1.医療と介護の連携の強化等

・医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが連携した要介護者等への包括的な支援（地域包括ケア）を推進。
・日常生活圏域ごとに地域ニーズや課題の把握を踏まえた介護保険事業計画を策定

・単身・重度の要介護者等に対応できるよう、24時間対応の定期巡回・随時対応サービスや複合型サービスを創設

・保険者の判断による予防給付と生活支援サービスの総合的な実施を可能とする。

・介護療養病床の廃止期限（平成24年3月末）を猶予（新たな指定は行わない）

2.介護人材の確保とサービスの質の向上

・介護福祉士や一定の教育を受けた介護職員等によるたんの吸引などの実施を可能とする。

・介護福祉士の資格取得方法の見直し（平易瀬24年4月実施予定）を延期

・介護事業所における労働法規の遵守を徹底、事業所指定の欠格要件及び取消要件に労働基準法等違反者を追加

・表前の調査実施の義務付け廃止など介護サービス情報公表制度の見直しを実施

3.高齢者の住まいの整備等

有料老人ホーム等における前払い金の返還に関する利用者保護規定を追加

※厚生労働省と国土交通省の連携によるサービス付き高齢者向け住宅の供給を促進（高齢者住まい法の改正）

4.認知症対策の推進

・市民後見人の育成及び活用など、市町村における高齢者の権利擁護を推進

・市町村の介護保険事業計画において地域の実情に応じた認知症支援策を盛り込む。

5.保険者による主体的な取り組み取組の推進

・介護保険事業計画と医療サービス、住まいに関する計画との調和を確保

・地域密着型サービスについて、公募・選考による指定を可能とする。

6.保険料の上昇の緩和

各都道府県の財政安定化基金を取り崩し、介護保険料の軽減などに活用

